
（平成２４年８月８日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認宮城地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 1 件

厚生年金関係 1 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 2 件



宮城厚生年金 事案 2753 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ事業所における資格

取得日を昭和 46 年 10 月 27 日とし、申立期間の標準報酬月額を同年 10 月

は４万 2,000 円、同年 11 月は４万 5,000 円、同年 12 月及び 47 年１月は

４万 2,000 円、同年２月及び同年３月は４万 5,000 円、同年４月は６万円、

同年５月及び同年６月は６万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46 年 10 月 27 日から 47 年７月１日まで 

年金記録を照会したところ、Ａ株式会社Ｂ事業所に勤務していた期間

のうち、昭和 46 年 10 月 27 日から 47 年７月１日までの厚生年金保険の

記録が無かった。入社当初は、同社Ｃ工場で研修を受けて厚生年金保険

の被保険者資格を取得していたが、同社Ｂ事業所の開業準備のためＤ市

に戻り、申立期間も継続して勤務していた。 

当時の給料支払明細表において厚生年金保険料が控除されているので、

申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が提出した給料支払明細表により、申立人は、申立期間にＡ株式

会社Ｂ事業所に勤務し、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与か

ら控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給料支払明細表における給

与総支給額から昭和 46 年 10 月は４万 2,000 円、並びに厚生年金保険料の

控除額から同年 11 月は４万 5,000 円、同年 12 月及び 47 年１月は４万

2,000 円、同年２月及び同年３月は４万 5,000 円、同年４月は６万円、同

年５月及び同年６月は６万 4,000 円とすることが妥当である。 



一方、オンライン記録によれば、Ａ株式会社Ｂ事業所は申立期間直後の

昭和 47 年７月１日から厚生年金保険の適用事業所となっているが、申立

期間は適用事業所としての記録が無い。 

しかし、Ａ株式会社Ｂ事業所は、昭和 46 年 10 月 27 日から 48 年 10 月

23 日までＥ健康保険組合の適用事業所となっていることが確認できるこ

とから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所としての要件を満たし

ていたものと判断される。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

Ａ株式会社を承継しているＦ株式会社は、保険料を納付したか否かについ

ては不明としているが、申立期間においてＡ株式会社Ｂ事業所は適用事業

所の要件を満たしていながら、社会保険事務所（当時）に適用の届出を行

っていなかったと認められることから、申立期間に係る保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 



宮城国民年金 事案 1708 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成３年５月から５年６月までの期間、同年８月から６年３月

までの期間及び８年 10 月から９年３月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 46 年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成３年５月から５年６月まで 

             ② 平成５年８月から６年３月まで 

③ 平成８年 10 月から９年３月まで 

平成８年 11 月か同年 12 月頃に、平成８年度の国民年金保険料の未納

分を納付するように促す旨の通知が届いたので、学生時代の未納分と一

緒に納付することとし、同年 12 月後半又は９年１月に、Ａ社会保険事

務所（当時）１階の担当職員にその旨を申し出て、職員が計算した金額

四十数万円を全額現金で納付した。その際に、学生時代の分が時効にな

っているという話はされなかったし、結婚して仕事を辞めて住所も名前

も変わったことも説明したが、第３号被保険者に切り替われば自分で保

険料を納付しなくてもよいことについても説明されなかった。 

職員はお金を確認後、納付状況がプリントされた紙を持ってきて未納

だった期間の保険料が納付済みになったことを説明し、「未納だった部

分はこれで全て納付済みになりましたね。良かったですね。安心してく

ださい。この紙が納付したことの証明になります。」と言い、私の年金

手帳の裏表紙に四つ折りにして貼ってくれた。その職員は、四十代半ば

から五十代ぐらいの男性であったと記憶している。 

申立期間①及び②については国民年金保険料の納付済みに記録を訂正

してほしいが、それが認められない場合には過誤納であったと訂正して

ほしい。また、申立期間③については納付した保険料を返金してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成８年 12 月後半又は９年１月に、Ａ社会保険事務所１階



で申立期間全ての国民年金保険料として四十数万円を納付したと主張して

いるところ、納付したとする金額は、申立期間①、②及び③の国民年金保

険料の合計額とおおむね一致している上、その述べている内容は具体的で

あり、申立人の夫及び母親の証言と符合するものの、それらを裏付ける当

時のメモや日記などは無く、ほかに申立人が保険料を納付していたことを

うかがわせる関連資料（家計簿、確定申告書等）も見当たらない。 

また、申立人が申立期間の保険料を納付したとする平成８年 12 月又は

９年１月の時点において、申立期間①及び②については、時効により保険

料を納付することはできない期間である上、申立期間③については、現年

度分の保険料となることから、８年又は９年当時、社会保険事務所（当

時）で領収することはできなかった旨の回答をＢ年金事務所から得ている。

さらに、申立人は、Ａ社会保険事務所での国民年金保険料納付時の状況

について、「１階の窓口には担当職員と対面して座って相談できる場所が

いくつもあったが、私は職員や相談者が沢山いる正面辺りではなく、職員

や相談者が近くにいない右端の方のテーブルに案内された。」と述べてい

るが、Ｂ年金事務所によれば、平成８年当時、国民年金課は２階にあり、

国民年金の用事で来た方には２階へ行くように案内しており、「国民年金

受付 徴収課 ２階」という案内板も玄関口に設置されていたとのことで

あり、１階で納付したという申立人の主張とは符合しない上、申立期間当

時のＡ社会保険事務所の平面図を見ても、同事務所の１階には申立人が案

内されたというテーブルを設置するような場所は見当たらない。 

加えて、平成 21 年 12 月 25 日に公表された社会保険庁（当時）の「国

民年金保険料の時効後収納に関する調査結果について」によれば、Ａ社会

保険事務所で時効後に収納した事例は無い。 

なお、平成 19 年９月発表の「社会保険庁職員による横領等事案調査結

果」によれば、当該社会保険事務所で横領等事件の発生は確認されていな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 

 



宮城国民年金 事案 1709 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 63 年 12 月から平成３年３月までの国民年金保険料につい

ては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年 12 月から平成３年３月まで 

申立期間について、まだ大学生であったので親が国民年金保険料を納

付してくれた。 

国民年金保険料は両親の分と一緒に納付書で納付していたが、会社に

入社した時に納付済通知書を会社に渡してしまったので、その後に通知

書がどこにあるのか分からなくなってしまった。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、その母親が申立期間の国民年金保険料を両親の分と一緒に納

付書で納付したと述べているが、申立期間当時に居住していたＡ市及びそ

の後に居住したＢ市においても、申立人に係る国民年金被保険者名簿等の

存在は確認できず、申立人が国民年金の被保険者資格を取得したことは確

認できないことから、申立期間は国民年金の未加入期間であり、保険料納

付書は発行されないため、保険料の納付はできなかったものと考えられる。 

また、申立人は国民年金の加入手続が行われれば交付を受けるはずの年

金手帳を所持しておらず、交付を受けたかも覚えていないとしている。 

さらに、申立人に対して、国民年金手帳記号番号が払い出されたことを

うかがわせる事情は見当たらない上、申立人の母親が申立期間の国民年金

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1710 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年 10 月から同年 12 月までの期間、47 年１月から同年

３月までの期間、同年７月から同年９月までの期間及び 49 年７月から 50

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 45 年 10 月から同年 12 月まで 

② 昭和 47 年１月から同年３月まで 

③ 昭和 47 年７月から同年９月まで 

④ 昭和 49 年７月から 50 年３月まで 

国民年金保険料は夫婦一緒に納付していたので、片方だけが納付済み

となっている期間があることに納得できない。 

もう一度確認してほしい。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録（年金記

録）の訂正を求めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻は、申立人夫婦の国民年金の加入手続及び保険料の納付は全

て申立人が行っていた旨申し述べているところ、申立人は既に死亡してお

り、申立期間当時の保険料納付状況等を聴取することができないことから、

国民年金加入手続及び保険料納付状況等については不明である。 

また、申立人夫婦は昭和 51 年３月 28 日にＡ県Ｂ市からＣ市に転居して

いるところ、転居前の夫婦の国民年金保険料の納付状況等を確認するため、

Ｂ市がＣ市に対して照会を行い、同年４月５日付けで回答を受けているが、

これによれば、申立期間①から④までについてはいずれも未納とされてお

り、この時点では申立期間①から③までについては既に時効により国民年

金保険料を納付することができない期間となっている。 

さらに、Ｃ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によれば、同市におい



て申立期間④を含む期間に係る過年度納付書が発行された状況がうかがえ

るが、同名簿によれば、申立期間①から④までについては全て未納とされ

ている上、夫婦共に昭和 52 年５月 26 日に申立期間④直後の 50 年４月か

ら 51 年３月までの保険料を過年度納付していることが確認できることを

踏まえると、この時点で時効にかからない 50 年４月以降の保険料を納付

したものとも考えられる。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1711 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年１月から同年３月までの期間、同年７月から同年９

月までの期間、48 年１月から同年９月までの期間及び 49 年１月から 50

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 47 年１月から同年３月まで 

② 昭和 47 年７月から同年９月まで 

③ 昭和 48 年１月から同年９月まで 

④ 昭和 49 年１月から 50 年３月まで 

国民年金保険料は夫婦一緒に納付していたので、片方だけが納付済み

となっている期間があることに納得できない。 

もう一度確認してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立人夫婦の国民年金の加入手続及び保険料の納付は全て夫

が行っていた旨申し述べているところ、申立人の夫は既に死亡しており、

申立期間当時の保険料納付状況等を聴取することができないことから、国

民年金加入手続及び保険料納付状況等が不明である。 

また、申立人夫婦は昭和 51 年３月 28 日にＡ県Ｂ市からＣ市に転居して

いるところ、転居前の夫婦の国民年金保険料の納付状況等を確認するため、

Ｂ市がＣ市に対して照会を行い、同年４月５日付けで回答を受けているが、

これによれば、申立期間①から④までについてはいずれも未納とされてお

り、この時点では申立期間①から③までについては既に時効により国民年

金保険料を納付することができない期間となっている。 

さらに、Ｃ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）によれば、同市におい

て申立期間④を含む期間に係る過年度納付書が発行された状況がうかがえ

るが、同名簿によれば、申立期間①から④までについては全て未納とされ



ている上、夫婦共に昭和 52 年５月 26 日に申立期間④直後の 50 年４月か

ら 51 年３月までの保険料を過年度納付していることが確認できることを

踏まえると、この時点で時効にかからない 50 年４月以降の保険料を納付

したものとも考えられる。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）も無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



宮城国民年金 事案 1712 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 57 年 10 月から 58 年３月までの期間及び同年７月から 60

年３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認め

ることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 57 年 10 月から 58 年３月まで 

② 昭和 58 年７月から 60 年３月まで 

国民年金保険料の納付記録を照会したところ、申立期間①及び②につ

いて未納となっていた。 

当時、私の夫が夫婦二人分の保険料を一緒に納付していたので、私の

記録が未納となっていることは理解できない。 

申立期間①及び②について、国民年金保険料の納付済期間として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、申立人の夫が夫婦二人分の国民年金保

険料を一緒に納付していたとしているところ、申立人及びその夫に係るＡ

市の国民年金被保険者名簿によれば、当該期間の夫の保険料は未納の記録

となっている上、当該期間直後の昭和 58 年４月から同年６月までの期間

に係る保険料の夫婦の納付日は一致していない。 

また、申立人に係る国民年金被保険者名簿及び国民年金被保険者台帳

（マイクロフィルム）によれば、いずれも申立人の申立期間①の国民年金

保険料は未納となっており、オンライン記録と一致している。 

申立期間②について、申立人及びその夫に係る国民年金被保険者名簿に

よれば、当該期間について、夫の国民年金保険料は納付済みとなっている

ことが確認できるものの、当該期間直後の昭和 60 年４月から同年６月ま

での期間に係る保険料の夫婦の納付日は１日異なっている上、これに続く

期間である同年７月から同年９月までの期間に係る保険料の夫婦の納付日



は２か月以上異なっていることが確認できることから、当該期間について

夫婦の保険料を一緒に納付していたとまでは考え難い。 

また、申立期間②は、昭和 58 年度及び 59 年度にまたがる上、当該期間

について、夫は国民年金保険料を６回納付していることが確認できること

から、夫が申立人の保険料を一緒に納付していたとすれば、行政機関がこ

れほどの期間及び回数にわたり事務処理を誤ることは考え難い。 

さらに、申立人の保険料を納付していたとする夫は、申立期間①及び②

における国民年金保険料の納付方法等についての記憶が定かではなく、そ

の納付状況は不明である。 

このほか、申立人に別の国民年金手帳記号番号が払い出された事情も見

当たらない上、申立人の夫が申立期間①及び②に係る国民年金保険料を納

付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに

申立期間①及び②の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたも

のと認めることはできない。 



宮城厚生年金 事案 2754 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできな

い。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43 年 10 月１日から 46 年５月１日まで 

国の記録では、Ａ株式会社（現在は、Ｂ株式会社）に勤務していた期

間のうち、昭和 43 年 10 月から 44 年９月までの標準報酬月額は４万

5,000 円となっているが、実際に支給された報酬は９万 5,000 円だった。

また、同年 10 月の標準報酬月額は６万円、同年 11 月から 45 年９月ま

では９万 2,000 円、同年 10 月から 46 年４月までは 10 万円となってい

るが、実際に支給された報酬は 44 年 10 月から 46 年４月まで 30 万円だ

った。 

当時の報酬は、社内請負制で出来高払だったが、社員としての身分を

残しており、社会保険の届出等は会社の経理担当が行っていた。 

申立期間の標準報酬月額の記録を、実際に支給された報酬に応じた額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

厚生年金保険法では、第 20 条において標準報酬月額を定めており、昭

和 40 年５月１日から 44 年 10 月 31 日までの標準報酬月額の最高額は６万

円、同年 11 月１日から 46 年 10 月 31 日までの標準報酬月額の最高額は

10 万円であることから、これを超える報酬が支払われていたとしても、

標準報酬月額が当該最高額を超えることは無い。 

また、Ａ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票及びオンラ

イン記録によれば、申立人が、仕事の内容が申立人と同じで、社内請負制

で申立人と同じ業務に従事し、報酬も折半していたとして名前を挙げた同

僚２名の標準報酬月額は、申立期間において申立人と同額又は申立人より



も低額であることが確認できる上、申立人が名前を挙げた他の請負制の同

僚４名の標準報酬月額も、申立期間において申立人とほぼ同額であること

から、申立人の標準報酬月額のみが同僚の取扱いと異なり低額であるとい

う事情は見当たらない。 

さらに、申立人に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票を確認しても、

オンライン記録及びＡ株式会社が昭和 45 年４月１日に加入した厚生年金

基金の申立人に係る加入記録と一致している上、申立人の標準報酬月額等

の記載内容に不備は無く､遡って標準報酬月額の訂正が行われた形跡も無

い。 

加えて、申立人は、申立期間に係る給与明細書等の資料を保管しておら

ず、Ｂ株式会社に照会しても、当時の関係書類は残っていないとしている

ことから､申立期間における申立人の報酬月額及び厚生年金保険料控除額

について確認することができない。 

このほか、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることは

できない。 



宮城厚生年金 事案 2755 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年４月１日から６年４月１日まで 

厚生年金保険の加入期間について照会したところ、Ａ株式会社Ｂ営業

所に勤務していた期間の記録が無かった。同社は社会保険完備の事業所

であり、毎月の給与総支給額は 40 万円程度で、約４万円から５万円の

社会保険料を控除されていたと思われることから、申立期間を厚生年金

保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社によると、申立人は平成５年１月 20 日から６年４月 12 日ま

で勤務していたとしていることから、申立人は申立期間において同社に勤

務していたと認められる。 

しかしながら、Ａ株式会社は、厚生年金保険の加入者を記録している同

社の台帳に申立人の氏名は見当たらないとしている上、本人の希望があれ

ば厚生年金保険に加入させない取扱いもあったとしている。 

また、申立期間当時、Ａ株式会社は、Ｃ厚生年金基金及びＤ健康保険組

合に加入していたことから、同基金及び同組合に申立人の加入状況を照会

したが、いずれも申立人の加入記録は無いと回答している。 

さらに、オンライン記録によると、申立人が一緒に勤務していたと述べ

ている同僚についても、当該事業所において厚生年金保険の加入記録は確

認できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 




